
（共同企業体用） 

業 務 委 託 基 本 契 約 書（案） 
 

 

１ 委託業務番号及び   令和 2年度 環境修復事業 第 205－2 分 6003 号 

  委託業務の名称    桑名市源十郎新田事案支障除去対策事業 

低濃度 PCB 廃棄物（汚泥等）処理業務委託 

 

２ 委 託 期 間   令和 2 年  月  日から令和 4年 5月 31 日まで 

 

３ 業 務 委 託 料   別表による 

                 

４ 契 約 保 証 金   金    円（又は免除） 

 

 上記の委託業務について発注者：三重県（以下「甲」という。）と受注者：△△△共同企

業体 代表構成員 ○○○ 代表者◇◇◇（以下「乙」という。）は、各々の対等な立場にお

ける合意に基づいて、別添の条項によって公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実に

これを履行するものとする。 

 本契約の証として本書○通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 

 

  令和  年  月  日 

  

 

 

発注者（甲）          三重県津市広明町１３番地 

三重県 

三重県知事 鈴木 英敬  □印   

 
   

受注者（乙）           
             
           

                     

  ○印  

 

                      

                                        

  
                 ○印  

 

 

収入 

 

印紙 
印 



                                     

別表 

 

 業務委託料にかかる処理金額内訳 

   

番

号 

業務区分 数量 業務分担 処理金額 

１ 低濃度PCB廃棄物収集運搬業務 

 
 

  

ｔ 

運搬を担当する構成員名 運搬単価（円／ｔ） 

 円／ｔ 

２ 低濃度PCB廃棄物処分業務 
 

  

ｔ 

処分を担当する構成員名 処分単価（円／ｔ） 

 円／ｔ 

 

（注記） 

本業務にかかる業務委託料処理金額は、乙の構成員が運搬及び処分を行った廃棄物の数

量に上表記載の運搬単価及び処分単価を乗じて得た額（小数点以下については、運搬数量

と運搬単価を乗じて得た額、処分数量と処分単価を乗じて得た額それぞれにおいて切り捨

てるものとする。）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 [別添条項] 

業務委託契約書の条項 
（総 則） 

第１条  甲及び乙は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）及び委託仕様書（図面並び

に委託仕様書及び図面に対する質問回答書を含む。以下同じ。）に従い、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「廃棄物処理法」という。）その

他関係法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。 

２ 甲及び乙の構成員は、産業廃棄物処理業務委託契約（以下「個別契約」といい、これ

により交わされた契約書を「個別契約書」という。）を別途、締結するものとする。 

なお、この契約書と個別契約書（個別契約が複数ある場合は該当するすべての個別契

約書。以下同じ。）の各条項の記載内容に疑義が生じた場合は、原則として、この契約

書が優先するものとする。 

３ 甲は、その意図する業務を実施させるため、業務に関する指示を乙又は乙の業務総括

者に対して行うことができる。この場合において、乙又は乙の業務総括者は、当該指示

に従い業務を行わなければならない。 

４ 乙は、この契約書若しくは委託仕様書に特別の定めがある場合又は前項の指示若しく

は甲と乙との協議がある場合を除き、業務を実施するために必要な一切の手段をその責

任において定めるものとする。 

５ この契約書、個別契約書及び委託仕様書における期間の定めについては、民法（明 

治 29 年法律第 89 号）及び商法（明治 32 年法律第 48 号）の定めるところによるものと

する。 

６ この契約の履行に関して甲乙間で用いる計量単位は、委託仕様書に特別の定めのある

場合を除き、計量法（平成 4年法律第 51号）に定めるものとする。 

７ 甲は、この契約に基づくすべての行為を乙の代表者に対して行うものとし、甲が当該

代表者に対して行ったこの契約に基づくすべての行為は、乙のすべての構成員に対して

行ったものとみなし、また、乙は甲に対して行うこの契約に基づく全ての行為について、

当該代表者を通じて行わなければならない。 

 

（指示等及び協議の書面主義） 

第２条 この契約に定める指示、請求、通知、報告、提出、協議、合意、変更、申出、確

認、承諾、許諾、質問、回答及び契約の解除（以下「指示等」という。）は、書面によ

り行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、甲及び乙は、前項

に規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において、甲及び乙は、既に行

った指示等を書面に記載し、指示等の日から７日以内にこれを相手方に交付するものと

する。 

 

（委託業務の内容） 

第３条 乙及びその構成員は、契約書、委託仕様書及び個別契約書に基づき、甲の指示・

監督に従い本業務を実施するものとする。 

２ 乙は、委託仕様書に従い、本業務の実施に先立って業務計画書を作成し、甲に提出し、



その承諾を得なければならない。 

３ 乙は、本業務の履行のため業務履行体制を確立し、工程、安全等の業務管理を行わな

ければならない。 

 

（委託業務の履行に必要な許可等） 

第４条 乙の構成員は、本業務の履行に必要な廃棄物処理法上の許可又は大臣認定（以下

「許可等」という。）を有していなければならない。また、乙の構成員はその旨を個別契

約書に記載し、当該契約書に許可証又は認定証の写しを添付する。 

なお、許可等の内容に変更があったときは、乙は速やかにその旨を甲に通知するとと

もに、変更後の許可証又は認定証の写しを甲に提出するものとする。 

 

（適正処理に必要な情報の提供）。＜注：(5)、(6)は該当がなければ削除＞ 

第５条 甲は、産業廃棄物の適正な処理のために必要な以下の情報を、あらかじめ書面を

もって乙に提供しなければならない。以下の情報を具体化した「廃棄物データシート」

（環境省の「廃棄物情報の提供に関するガイドライン」（平成 25 年 6 月）を参照）の項

目を参考に書面の作成を行うものとする。 

(1) 産業廃棄物の発生工程 

(2) 産業廃棄物の性状及び荷姿 

(3) 腐敗、揮発等性状の変化に関する事項 

(4) 混合等により生ずる支障 

(5) 日本産業規格 C0950 号に規定する含有マークが付された廃製品の場合には、含有マ

ーク表示に関する事項 

(6) その他取扱いの注意事項 

(7) 輸入廃棄物である場合にはその旨 

(8) その他取扱の注意事項 

２  甲は、委託契約期間中、適正な処理及び事故防止並びに処理費用等の観点から、委託

する産業廃棄物の性状等の変更があった場合は、乙に対し速やかに書面をもってその変

更の内容及び程度の情報を通知する。 

なお、乙の業務及び処理方法に支障を生ずるおそれのある場合の、性状等の変動幅は、

製造工程又は産業廃棄物の発生工程の変更による性状の変更や腐敗等の変化、混入物の

発生等の場合であり、甲は乙と通知する変動幅の範囲について、あらかじめ協議のうえ

定めることとする。 

３ 甲は、委託する産業廃棄物の性状が書面の情報のとおりであることを確認し、乙に引

き渡す容器等に表示する（環境省の「廃棄物情報の提供に関するガイドライン」（平成

25 年 6 月）の「容器貼付用ラベル（例）」参照）。＜注：該当がなければ削除＞ 

４ 甲は、委託する産業廃棄物のマニフェストの記載事項は正確にもれなく記載すること

とし、虚偽又は記載漏れがある場合は、乙は委託物の引き取りを一時停止しマニフェス

トの記載修正を甲に求め、修正内容を確認の上、委託物を引き取ることとする。 

 

（甲乙の責任範囲） 

第６条 運搬を担当する乙の構成員は、甲の指定する場所で産業廃棄物を積み込み、乙及

びその構成員は、その積み込みから処分の完了まで法令に基づき適正に処理するものと



する。  

  なお、甲は、運搬及び処分に必要な事項について、乙及びその構成員を指図し、監督

するものとする。 
２ 乙は甲に対し、前項の業務の過程において法令に違反した業務を行い、または過失によっ

て甲又は第三者に損害を及ぼしたときは、乙においてその損害を賠償し、甲に負担させない。 

３ 乙が第１項の業務の過程において、乙又は第三者に損害が発生した場合に、乙に過失がな

い場合は甲において賠償し、乙に負担させない。 

 

（電子マニフェスト） 

第 7 条 本業務は、財団法人日本産業廃棄物処理振興センターが運営する電子マニフェス

トシステム（以下「ＪＷＮＥＴ」という。）を利用して実施するものとする。甲及び乙の

構成員は、それぞれＪＷＮＥＴに加入し、自らに係る費用の負担を行わなければならな

い。 

２ 運搬業務を担当する乙の構成員は、産業廃棄物の収集を行うときは、甲の担当者の立

会のもと産業廃棄物の種類及び量の確認を行うとともに、甲の電子マニフェスト予定登

録情報と照合する。 

３ 甲は、産業廃棄物の引渡し後、原則として 3 日以内に、電子マニフェスト登録（廃棄

物処理法第 12 条の 5第 1項の規定による。）を行い、電子マニフェスト番号を、運搬業

務を担当する乙の構成員に通知する。 

４ 運搬業務を担当する乙の構成員は、産業廃棄物の運搬終了後、原則として 3日以内に、

電子マニフェストによる運搬終了報告（廃棄物処理法第12条の5第2項の規定による。）

を行う。 

５ 処分業務を担当する乙の構成員は、産業廃棄物の処分終了後、原則として 3日以内に、

電子マニフェストによる処分終了報告（廃棄物処理法第12条の5第2項の規定による。）

を行う。 

６ 処分業務を担当する乙の構成員は、この契約に係る産業廃棄物の最終処分が終了した

旨が記載されたマニフェストの写しの送付を受けたときは、送付を受けた日から原則と

して 3日以内に、電子マニフェストによる最終処分終了報告（廃棄物処理法第 12 条の 5

第 3項の規定による。）を行う。 

７ 甲は、甲又は乙の構成員が正当な理由によってＪＷＮＥＴを利用できない場合には、

産業廃棄物の搬出の際に、乙の構成員に産業廃棄物管理票（以下「紙マニフェスト」と

いう。）を交付する。この場合、甲及び乙の構成員は廃棄物処理法第 12条の 3の規定に

従い、紙マニフェストの回付、送付、保存を行う。 

 

（再委託の禁止） 

第８条 乙は、甲から委託された産業廃棄物の収集・運搬及び処分業務の全部又は一部を

他人に委託してはならない。ただし、乙の構成員が、甲の書面による承諾を得て法令に

定める再委託の基準に従う場合は、この限りでない。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第９条  乙は、本契約上の権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

ただし、甲の書面による承諾を得た場合又は、信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令



（昭和25年政令第350号）第１条の３に規定する金融機関に対して売掛債権を譲渡する場合に

あっては、この限りではない。 

２ 前項ただし書きに基づいて売掛債権の譲渡を行った場合、甲の対価の支払による弁済の効

力は、三重県会計規則（平成 18 年三重県規則第 69 号）第 32 条に基づき、支出命令権者が会

計管理者又は出納員に対して支出命令を発した時点で生ずるものとする。 

 

（監督員） 

第10条  甲は、監督員を置いたときは、その氏名を乙に通知しなければならない。監督員

を変更したときも、同様とする。 

２ 監督員は、この契約書で監督員の権限とされるもの及びこの契約書で甲の権限とされ

る事項のうち甲が必要と認めて監督員に委任したもののほか、次に掲げる権限を有する。 

一 甲の意図する業務を実施させるための乙又は乙の業務総括者に対する業務に関する

指示 

二 この契約書及び委託仕様書の記載内容に関する乙の確認の申出、質問に対する承諾

又は回答 

三  この契約の履行に関する乙又は乙の業務総括者との協議 

四  業務の進捗の確認、委託仕様書の記載内容と履行内容との照合その他契約の履行状

況の調査 

３  甲は、監督員にこの契約書に基づく甲の権限の一部を委任したときにあっては当該委

任した権限の内容を、乙に通知しなければならない。 

４ この契約書に定める書面の提出は、委託仕様書に定めがある場合を除き、監督員を経

由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって甲に到達し

たものとみなす。 

 

（業務総括者） 

第11条  乙は、委託仕様書で定める業務を実施する業務総括者を定め、その氏名その他必

要な事項を甲に通知しなければならない。業務総括者を変更したときも、同様とする。 

 

（委託の報告） 

第12条 乙は、委託仕様書及び個別契約書に従い、業務履行の都度、甲に対して業務の作

業報告を行うものとする。ただし、業務作業報告は、それぞれ電子マニフェストの運搬

終了報告及び処分報告で代えることができる。 

２ 乙は、本業務完了後には業務完成報告書をとりまとめ、指定された日までに甲に提出

しなければならない。 

 

（業務の一時停止） 

第 13 条  乙は、甲から委託された産業廃棄物の適正処理が困難となる事由が生じたときに

は、業務を一時停止し、直ちに甲に当該事由の内容及び、甲における影響が最小限とな

る措置を講ずる旨を書面により通知する。甲はその間は、新たな処理の委託は行わない

こととする。 

２  甲は乙から前項の通知を受けたときは、速やかに現状を把握した上、適切な措置を講

ずるものとする。 



 

（検査） 

第14条 甲は、第12条に規定する業務完成報告書を受理したときは、乙の立会のもと10日

以内に当該業務の内容について検査を行うものとする。 

 

（調査等） 

第15条 甲は、必要があると認められるときは、乙に委託業務について報告を求め、又は

実地に調査することができるものとする。 

 

（業務委託料） 

第16条 甲の委託する産業廃棄物の収集・運搬及び処分業務に関する業務委託料は、別表にて

定める単価に基づき算出する。 

２ 甲が乙に支払う業務委託料は、前項の単価に委託した産業廃棄物の数量を乗じて得た額（円

未満の端数が生じた場合はその端数を切り捨てた額）に、消費税及び地方消費税を外税で加

算した額（円未満の端数が生じた場合はその端数を切り捨てた額）とする。 

３ 乙は、第14条に規定する検査に合格し甲から通知を受けたときは、適法な請求書により業

務委託料の支払いを請求することができる。 

４ 甲は、前項の支払請求書を受理したときは、その日から起算して30日以内に乙に対して業

務委託料を支払わなければならない。 

５ 甲がその責めに帰すべき事由により、前項の支払期限までに業務委託料を支払わないとき

は、甲は、支払期限の翌日から支払い当日までの日数に応じ、当該支払金額に政府契約の支

払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条第 1項の規定に基づき、政府契

約の支払遅延に対する遅延利息の率を乗じた額を遅延利息として乙に支払うものとする。 

 
（部分払） 

第17条 乙は、業務の完了前に、乙が既に業務を完了した部分（以下「既履行部分」という。）

に相応する業務委託料相当額の10分の９以内の額について、次項から第７項までに定めると

ころにより部分払を請求することができる。ただし、この請求は、履行期間中〇回の回数を

超えることができない。 

２ 乙は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る既履行部分の確認

を甲に請求しなければならない。 

３ 甲は、前項の場合において、当該請求を受けた日から10日以内に、乙の立会いの上、設計

図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認の結果を乙に通

知しなければならない。 

４ 前項の場合において、検査に直接要する費用は、乙の負担とする。 

５ 第１項の業務委託料相当額は、甲と乙とが協議して定める。ただし、甲が第３項の通知に

あわせて第１項の業務委託料相当額の協議を申し出た日から10日以内に協議が整わない場合

には、甲が定め、乙に通知する。 

６ 乙は、第３項の規定による確認があったときは、部分払いを請求することができる。この

場合においては、甲は、当該請求を受けた日から14日以内に部分払金を支払わなければなら

ない。 

７ 前項の規定により、部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合において

は、第１項及び第５項中「業務委託料相当額」とあるのは「業務委託料相当額から既に部分

払の対象となった業務委託料相当額を控除した額」とするものとする。 



 

（契約内容の変更等） 

第 18 条 甲は、必要がある場合は委託業務の内容を変更することができる。この場合にお

いて、契約単価又は契約期間を変更するとき、又は予定数量に大幅な変動が生ずるとき

は、甲と乙で協議の上、書面によりこれを定めるものとする。第５条第２項、第 13 条の

場合も同様とする。 

２ 前項の場合において、甲の責めに帰すべき事由により乙が損害を受けたときは、甲は、

その損害を賠償しなければならない。この場合における賠償額は、甲乙協議して定める。 

 

（機密保持） 

第 19 条  乙は、当契約により知り得た甲の業務上の秘密を他人に漏らし又は他の目的に利

用してはならない。 

２ 本条の規定は、本契約終了又は契約解除後も適用する。 

 

（履行遅滞の場合における違約金等） 

第20条 乙がその責めに帰すべき事由により、委託業務を契約期間内に完了できない場合

は、遅延日数に応じ未履行部分相当額に政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和

24 年法律第256 号）第8条第1項に規定される政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率

と同率を乗じた額を違約金として甲に支払うものとする。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第 21 条  乙又はその構成員（以下「乙等」という。）が、次に掲げる場合のいずれかに該

当したときは、第 23 条及び第 24 条に規定する契約解除をするか否かを問わず、乙は甲

の請求に基づき、別表に定める数量に単価を乗じた額に消費税及び地方消費税を外税で

加算した額（円未満の端数が生じた場合は端数を切り捨てた額）の１０分の２に相当す

る額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。数量、単価の変更

があった場合も同様とする。 

(1) この契約に関し、乙等が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22

年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。)第３条の規定に違反し、又は乙等が構成

事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正

取引委員会が乙等に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）

を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第 63 条第２

項の規定により取り消された場合を含む。）。 

(2) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令

（これらの命令が乙等又は乙等が構成事業者である事業者団体に対して行われたときは、

乙等に対する命令で確定したものをいい、乙等に対して行われていないときは、各名宛

人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において同じ。）に

おいて、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の

実行としての事業活動があったとされたとき。 

(3) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、乙等に独占禁止法第３条又は第

８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象と



なった取引分野が示された場合において、この契約が当該期間（これらの命令に係る事

件について、公正取引委員会が乙等に対して納付命令を行い、これが確定したときは、

当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）

に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当する

ものであるとき。 

(4) この契約に関し、乙等（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明

治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６若しくは第 198 条又は独占禁止法第 89 条第１項若し

くは第 95条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２ 前項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する違約金を超える場合におい

ては、甲がその超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない。 

 

（不当介入に対する措置） 

第 22 条  乙等は、契約の履行に当たって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以

下「暴力団等」という。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

(1) 断固として不当介入を拒否すること。 

(2) 警察に通報するとともに、捜査上必要な協力をすること。 

(3) 甲に報告すること。 

(4) 契約の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより業務に遅れが生

じる等の被害が生じるおそれがある場合、甲と協議を行うこと。 

２ 乙等が、前項の第２号又は第３号の義務を怠ったときは、「三重県の締結する物件関係

契約からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関係落札資格停止

要綱」に基づく落札資格停止等の措置を講ずる。 

 

（甲の解除権） 

第 23 条  甲は、乙等が次の各号のいずれかに該当するときは、催告なしに契約を解除す

ることができるものとし、このことにより乙に損害が生じても、甲はその責めを負わな

いものとする。 

(1) 委託業務の履行ができないと明らかに認められるとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、乙が契約に違反し、その違反により契約の目的を達する

ことができないと認められるとき。 

(3) この契約に関し、不正又は不誠実な行為をしたと甲が認めたとき。 

(4) 「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条、第４条又

は第７条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措

置を受けたとき。 

(5) この契約に関し、暴力団等による不当介入を受けたにもかかわらず、警察への通報

若しくは甲への報告を怠り、著しく信頼を損なう行為を行ったと認められるとき。 

２  甲は、前項の規定により契約を解除するときは、その旨を書面により通知するものと

する。 

３  甲は、第１項の規定により契約を解除したときは、委託業務の終了した部分を確認し、

相応する業務委託料を支払わなければならない。 

 

（契約が解除された場合等の違約金） 



第 23 条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、乙は、別表にて定める数量

に単価を乗じた金額に消費税及び地方消費税を外税で加算した額（円未満の端数が生じ

る場合には端数を切り捨てた額。）の１０分の１に相当する額を違約金として、甲の指定

する期間内に支払わなければならない。なお、会社更生法又は民事再生法に基づく会社

更生手続開始等がなされ、三重県建設工事等入札参加資格の再審査に係る認定を受けて

いる者（裁判所が更生計画等認可を決定するまでの間に限る）にあっては１０分の３に

相当する額を違約金として、甲の指定する期間内に支払わなければならない。数量、単

価の変更があった場合も同様とする。ただし、乙の責めに帰することができない事由に

よるものであるときは、この限りでない。 

(1) 前条第１項の規定により契約が解除された場合 

(2) 乙等がこの契約の履行を拒否し、又は、乙等の契約の履行が不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみな

す。 

(1) 乙等について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第

75号）の規定により選任された破産管財人 

(2) 乙等について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法

律第154号）の規定により選任された管財人 

(3) 乙等について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法

律第225号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われてい

るときは、甲は、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができる。 

 

（乙の解除権） 

第 24 条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

(1) 天災その他の不可抗力により契約の履行が不可能となったとき。 

(2) 甲の責めに帰すべき事由により、乙がこの契約を履行できないとき。 

２ 第 23 条第３項の規定は、前項第 1号の規定により契約を解除した場合に準用する。 

３ 第１項第２号の規定により契約を解除した場合には、甲は、これによって生じた乙の

損害を賠償しなければならない。ただし、その賠償額は、甲乙協議して定める。 

 

（解除に伴う措置） 

第 25 条  第 23 条第１項の規定に基づき甲が契約を解除した場合に、この契約に基づいて

甲から引渡しを受けた産業廃棄物の処理が未だに完了していないものがあるときは、乙

は、次の措置を講じなければならない。ただし、乙の責めに帰することができない事由

によるものであるときは、この限りでない。 

(1) 乙は、解除された後も、その産業廃棄物に対する本契約に基づく乙の業務を遂行す

る責任は免れないことを承知し、その残っている産業廃棄物についての収集・運搬の

業務を自ら実行するか、もしくは甲の承諾を得た上、許可を有する別の業者に自己の

費用をもって行わせなければならない。 

(2) 乙が他の業者に委託する場合に、その業者に対する費用を支払う資金がないときに

は、乙はその旨を甲に通知し、資金のないことを明確にしなければならない。 

(3) 前号の場合、甲は、当該業者に対し、甲の費用負担をもって、乙のもとにある未処



理の産業廃棄物の収集・運搬を行わしめるものとし、その負担した費用を、乙に対し

て償還の請求をすることができる。 

２ 前条第 1 項第 2 号の規定に基づき乙が契約を解除した場合に、この契約に基づいて甲

から引渡しを受けた産業廃棄物の処理が未だに完了していないものがあるときは、乙は

甲に対し、甲の義務違反による損害の賠償を請求するとともに、乙のもとにある未処理

の産業廃棄物を、甲の費用をもって当該産業廃棄物を引き取ることを要求し、もしくは

乙自ら甲方に運搬した上、甲に対し当該運搬の費用を請求することができる。 

 

（損害賠償） 

第 26 条  第 23 条の場合において、甲に損害が生じたときは、甲は乙に対して契約保証金

又は第 23条の２第 1項の違約金を超える部分については、その賠償を求めることができ

る。ただし、その債務の不履行が契約その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に

照らして乙の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでな

い。 

 

（債権債務の相殺)  

第 27 条  甲は、この契約により乙から甲に支払うべき債務が生じたときは、業務委託料と

相殺することができる。この場合において、乙の支払うべき金額が甲の支払うべき金額

を超過するときは、乙は、その不足額について甲の指示するところによりこれを納入し

なければならない。 

 

（契約外事項） 

第 28 条  この契約に定めのない事項は、日本国法令及び三重県条例規則の定めによるもの

とする。 

 

（紛争等の解決） 

第 29 条  この契約に関し紛争又は疑義が生じた場合は、甲、乙信義誠実の原則に従い協議

の上、解決するものとする。 

 

（管轄裁判所) 

第 30 条  この契約に関する訴訟については、三重県津市を管轄する裁判所を専属的合意管

轄裁判所とする。 

 


